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復興政策に見る制度改革の実現可能性
－宮城県現地調査を中心に－

川野辺　裕幸　東海大学政治経済学部教授・文明研究所所長 〔プロジェクト報告〕

はじめに

東日本大震災は，数百年から千年に一度の大規模自然災

害であり，東北地方から関東地方の広域において，沿岸部，

内陸部の広範囲におよぶ津波被害と地盤沈下を引き起こし

ただけでなく，福島第一原子力発電所の全交流電源の停止，

水素爆発，炉心溶融を引き起こし，広範囲の地域に放射能

汚染と長期に亘る住民避難という大被害をもたらした．

東北の被災地の多くは，過疎化と高齢化が進む地域を含

んでおり，いままでも，これらの地域自体の持続性が問題と

なってきていた．長期的には，過疎地域を含む広域における

地方行政のあり方も再検討されなければならない状況であっ

た．戦後，国が地方，特に高齢化と人口減少の著しい農漁

村地域に対して行ってきた政策は，地方交付税によって財源

の垂直的分配を行う一方で，使途を指定した補助事業とし

て財源を提供することで各省庁の中・長期整備計画に基づ

いて地域の産業・生活・行政基盤を整備することであった．

しかし，財源の逼迫と止まらない過疎化が，こうした国と地

方の財政制度のあり方自体に再検討を迫ってきていた．

東北地方は，こうした状況の中で東日本大震災の被害を

受けることとなった．したがって，素早い現状復旧は当然必

要ではあるが，長期にわたることが予想される復興過程では，

地域のあり方の再検討に関わる基本的な方針の設立と制度

設計が必要であり，だれがどのような形で，これを立案して

いくのかという政策決定システム自体の変革を通して，地方

自治のあり方が問われることにならざるを得ない．

こうした観点から，筆者は震災発生 1年までの段階におい

て，政府の復興方針の樹立，主たる復興の担い手の明確化，

国と地方の役割分担，財源等の準備状況を検討し，東日本

大震災からの復興を契機として，国と地方のあり方に関わる

政策決定システムの革新が実現するか否かについて，いくつ
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かの仮説を提起してきた 1．本報告は，震災発生後約 2年余

が経過した時点での復興対策と復興状況を宮城県の現地調

査を中心にしてまとめる中で 2，以前に提起した仮説の妥当

性を検討する中間報告である．

1． 東日本大震災からの復興構想と復興過程での地方
分権の推進

東日本大震災からの復興構想を検討する東日本大震災復

興構想会議は，発災後 1ヶ月に満たない 2011年 4月17日に

第 1回会議を開き 6月25日の第 12回会議において，答申

『復興への提言：悲惨のなかの希望』3（以下，『復興への提

言』）をとりまとめ，11月10日の第 13回会議でフォローアッ

プ状況の点検が行われ事実上の休会となった．

東日本大震災復興構想会議は，当初より震災復興には「単

なる復旧ではなく未来志向の創造的な取組が必要」であると

の認識から，今までの政策決定システムの変革にまで踏み込

んだ内容となっている．これは『復興への提言』で採り上げら

れている「復興構想 7原則」に如実に示されている．ここで

は特に，「原則 2」，「原則 3」，「原則 7」を対象に，東日本復興

構想会議が当初に答申していた復興方針がその後の法整備

段階，政策実施段階でどのように変転していったかを採り上

げる．

「復興構想 7原則」のうち，「原則 2」は「被災地の広域性・

多様性を踏まえつつ，地域・コミュニティ主体の復興を基本

とする．国は，復興の全体方針と制度設計によってそれを支

える．」とある．

ここでは，復興のまちづくりの基本主体を市町村に置くこ

とが明言されており，国は復興庁を新たに設置して復興支援

を行う．復興庁は，被災地に起き，省庁の縦割りを排して，

一元的に復興業務を取り扱うことが想定されている．また，

国の関与は復興構想のマスタープランの作成と，地域共同の

まちづくりを支援する土地等の権利関係の整理や経済特区

の設定など規制緩和と税制の優遇等を内容とする法令による

支援にとどまることが想像される．

「原則 3」は「被災した東北の再生のため，潜在力を活かし，

技術革新を伴う復旧・復興を目指す．この地に，来たるべき

時代をリードする経済社会の可能性を追求する」とある．農

林業の高付加価値化，低コスト化，経営多角化の将来像の

提示，水産業における漁業者と民間企業の連携と国・自治

体によるマッチングがうたわれている．新技術の導入による

復興政策を契機に，旧来の利権構造を打ち破って制度改革

を進める方向性が示されている．

「原則 7」は「今を生きる私たち全てがこの大災害を自らの

ことと受け止め，国民全体の連帯と分かち合いによって復興

を推進するものとする」とある．国民全体の連帯と分かち合

いとは被災地と住民に国民全体が心を寄せることだけではな

く，復興財源を国民全体で負担することを意味しており，基

幹税を中心とした復興臨時増税や復興債の発行，被災地の

復興政策費用を軽減することが想定されている．

以上のように『復興への提言』に示された復興方針は，復

興政策として，今まで国が地方団体に対して行ってきたさま

ざまな施策の基本的な方針を大きく変える必要があり，ひい

ては戦後の地方分権を巡る国と地方のあり方を変える端緒と

なる要因を含んだものであった．以下では，この復興方針の

実現が，法整備，実施・運営の段階でどのように変転してき

たのかを検討する．

2．復興庁は一元的な復興支援機関となったか

復興庁設置法は，2011年 12月9日に成立し，翌年 2月1

日に復興庁が設立された．復興庁は当初，被災地に置くこと

が『復興への提言』では想定されてきたが，実際には内閣に

置かれ，東北 3県の県庁所在地である盛岡市，仙台市，福

島市にそれぞれ各県復興局を置くこととなった．

また，震災復興の一元的推進機関として，省庁の縦割りを

解消して被災地主導のまちづくりを行うとの方針はどのよう

に立法時に反映されたのだろうか．復興施策の一元化には各

省庁の施策の調整と予算の一本化が不可欠である．しかし

政府の当初案では，これが明示されていなかった．復興庁設

置法案は国会での野党修正要求を受けて，政府の当初案を

修正し，予算要求を復興庁で一元化して行うことが決定され

た．立法段階でこうした修正が施されたものの，実際には中

央に復興庁が置かれるために各県復興局は出先機関の意味

しか持たず，意思決定は中央で行われることとなった．また，

復興庁は，予算要求こそ一本化するものの施策の相互調整

や予算付けが行えるわけではなく，各省庁の予算を合計した

形での予算編成となり，省庁の縦割りは排除できないことと

なった．実際の復旧事業においては，各省庁の所管する国有

施設，国営直轄事業，県・市町村の補助事業と事業ごとに
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国の関与の度合いが違い，復興庁において調整は不可能で

あり，実際には省庁ごとに縦割りの意思決定が続くことにな

った．各県復興局はいわば，各省庁の窓口が一緒に並んで

いる出先機関に過ぎないことになった．

縦割り行政の弊害は実施面に現れる．たとえば，漁港の災

害復旧を行う「漁港施設等災害復旧事業」は農林水産省（水

産庁）所管の事業であり，被災した中小企業等の施設・設備

の復旧・整備に係る補助事業は経済産業省「中小企業等グ

ループ施設等復旧整備補助事業」である．それぞれが，県

庁の所管課を通じて各県復興局へ申請するが，それぞれの

事業ごとに所管官庁が必要性の審査をした上で補助事業が

実施されるが 4，各事業の調整が行われないため，水産加工

施設が完成しても漁港が整備されていなかったり，整備の基

準が異なるために，地盤沈下対策の嵩上げ分に違いが出て，

いずれも有効な利用ができない事例が生じてくる．

3．復興を契機にした地方分権の推進

『復興への提言』「原則 2」にあるように，市町村はまちづく

りを主導し，国・県はそれを援助するという方針はどのよう

に貫かれたのだろうか．多くの市町村は，外部の学識経験者

やコンサルタントを通じて「復興ビジョン」を作成し，これに

基づいて県・国と折衝して，補助予算を獲得して災害復興

を行おうとしてきた．『復興への提言』「原則 7」に対応して，

災害復興の費用は，当初は国が 100%の補助との方針が当

時の菅直人総理大臣によって示されたが，実際には，通常の

補助率の嵩上げをした上で，残った地方負担部分の 95%を

地方交付税の算定対象とする形となった 5．この場合，補助

率の嵩上げによって地方負担は10%～20%程度となり，そ

の 95%が交付税の交付増にはね返るので，実質的な地方負

担は，0.5%～1.0%程度となる．災害復興事業に地方負担は

あるものの，実質的にはほとんどが国費による復興と考えら

れる．

東日本大震災復興対策として，2011年度第 1次補正予算

以降，国は多額の予算を計上してきた．2011年度は例外と

しても，年度を降りるにつれて，年度内消化への圧力は次第

に強まってきた．したがって，補助事業の獲得のために，ま

た縦割り行政の補助要件に対応するために，十分な住民の

合意形成がないままに進められる事業も存在する．国従，地

方主導のまちづくり，災害復興は必ずしも実現していない．

これには，首長の手腕のみならず，地域の被災状況，に応

じて利害調整と意見集約の進展度合いが異なることも原因に

挙げられる．津波によって浸水し，地盤沈下した旧市街地の

用途を変更して市町村が買い上げて高台へ移転したり，嵩

上げして土地を造成し住宅地建設を行う事業があるが，被

災住民の職業，年齢層によって移転合意形成の可否が異な

る．仙台市などの大都市周辺地域では大都市に通勤するサ

ラリーマン層は，今までの地域での居住が困難になった段階

ですでに移転したか，移転に同意する一方，堤防は高くする

ことを要求する．他方，古くからの水産業従事者は漁港から

離れる移転に反対し，堤防の高さを低くすることを要求し利

害が衝突することとなる．この結果，移転計画が遅れ，復興

事業の進捗状況の低下に反映される．

たとえば，災害公営住宅は，宮城県では，15,773戸の計

画戸数のうち，2013年 10月31日現在で，事業着手戸数は

8,470戸（進捗率 53.7%），工事着手戸数 2,431戸（同15.4%），

工事完了戸数 157戸（同 1.0%）であった．各市町の計画戸

数は被害の程度によって大きく異なり最大の石巻市 4,000戸

から大郷町の 3戸まで幅が広い．石巻市のように東日本大震

災で最大規模の被害があった市では，広範な土地が地盤沈

下し，移転適地の確保や地盤沈下対策に困難が生じている．

一方で，計画戸数が 200戸～1,000戸の中規模の計画のあ

る市町でも，進捗状況は大きく異なっている．名取市は，計

画戸数 752戸中事業着手数 50戸と，ほとんど事業着手（進

捗率 6.6%）が行われていないし，計画戸数 945戸の女川町

（同 24.0%），同 930戸の南三陸町（同 21.9%）に対して，計

画戸数 532戸の多賀城市（進捗率 90.6%），同 497戸の亘理

町（同 88.2%），同 487戸の山元町（同 80.5%）は高い事業着

手率を実現している．

利害調整の計れない自治体は，新しいまちづくり計画を描

くことができず，現状復旧の方向で事業を実施することにも

なる．ここでは，ほぼ 100%補助事業という特典が，自治体

関係者にも住民にも暗黙の共通利益となっている．

4． 従来の利権構造を打ち破り，新しい技術を採り入
れて，次代をリードする経済社会を創ることができ
るか

『復興への提言』を受けて，宮城県はいち早く『震災復興

計画』を打ち出した 6．宮城県知事は，『2011年度復興方針』
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のなかで，県内 142漁港の機能を整理・分化し，気仙沼，

石巻，塩釜，女川，志津川の主要 5港を集積拠点として，

冷凍・冷蔵施設や水産加工施設の整備や事業者の再建を行

うとした．また，高齢化と跡継ぎが不足して，維持が困難と

なっている地域漁港と漁協を集約することで，漁村の持続可

能性を高めることを目指した．また，国が『復興の基本方針』

で示した「復興特区」に対応して，民間資本を導入する「水

産復興特区」を次期漁業権の切り替えまでに検討するよう，

漁業者と協議・調整することとした．後者は，漁協ごとに分

散して独占的に保有されている漁業権が，地域の水産業の

大規模化，効率化を妨げ，水産業の衰退と高齢化を招いて

いることを，復興政策の中で打破することを目的としたもの

である．水産県でもある宮城県には国際競争力のある遠洋漁

業の母港を多数持つものの，世界的な漁業資源の保護の傾

向から，世界各地の水域に進出して天然資源を獲得する漁

業から養殖型への転換が必要となってきており，そのために

は，大規模な資本の集積が必要となる．「水産復興特区」に

おける株式会社の参入が必要であるとの認識によるものであ

る．

しかしこうした震災復興計画は，必ずしも計画通りにはな

っていない．漁港と漁協の集約はできず，旧来の142漁港は

すべて復旧された．中には，漁港の後背地は水没したため，

避難地域となっていて，漁業者は海から遠い仮設住宅に住み，

漁港までの往復が困難となり，復旧が遅れる間にも高齢化は

進み，後継者のいない状況は悪化し，漁港は復旧したものの

漁船はほとんど係留されておらず，漁港の維持が困難となっ

ている震災前の状態が再現される状況となっている零細漁

港もある．

一方，「水産復興特区」は 2013年 9月1日に漁業権の切り

替えが生じた．新たに漁協に代わって漁業権を獲得したのは

株式会社であるが，地域内ですでに操業をしている事業者

であり，漁協の主要メンバーでもあった．現状では，外部か

らの大規模な資本の流入による将来を見据えた漁業の復興

というには不十分な特区による規制緩和と見なさざるを得な

い．

注
1 川野辺裕幸（2011a），（2011b），（2012a），（2012b）．
2 現地調査は，2013年 8月 26日～27日，宮城県庁，名取

市庁，岩沼市庁へのヒアリング，ならびに両市内への現地

調査．同 9月 6日～7日，学識経験者インタビューを行っ
た．

3 東日本大震災復興構想会議（2011）．
4 漁港施設等災害復旧事業については，国直轄または代行が
ある．

5 100%国庫負担が回避された根拠は，一つには 100%負担
では国の直轄事業となり，地方の創意が活かせないという
理由であった（国土交通省ヒアリング）．ここでは，従来
の国・地方の財政運営の発想がそのまま存続している．

6 宮城県（2011a）．

参考文献
川野辺裕幸（2011a）「復興は地方分権の試金石：震災を逆手に

取って課題解決の好機に」『改革者』6月号，第 611号：
26-29.

川野辺裕幸（2011b）「制度改革課題と両立する復興政策を実施
せよ」『計画行政』第 34巻第 3号：7.

川野辺裕幸（2012a）「東日本大震災と復興政策」『文明』第 16号，
63-76.

川野辺裕幸（2012b）「震災復興と公共選択」公共選択学会第 16
回全国大会共通論題報告論文（http://www.isc.senshu-u.
ac.jp/~the0562/publicchoice2012.htm，2012年 6月 30日）

川野辺裕幸（2013）「震災復興をめぐる政治の成功と失敗」『文
明』，第 17号，13-20.

東日本大震災復興構想会議（2011）『復興への提言～悲惨のな
かの希望～』．

宮城県（2011a）『宮城県震災復興計画』10月，宮城県ホームペ
ー ジ．（http://www.pref.miyagi.jp/seisaku/sinsaihukkou/
keikaku/keikaku.pdf,最終閲覧日 2013年 12月 9日）

宮城県（2011b）『みやぎの農業・農村復興計画』10月，宮城
県 ホ ー ム ペ ー ジ．（http://www.pref.miyagi.jp/nosin/
kikakushidouhan/fukkoukeikaku.pdf, 最終閲覧日 2013 年
12月 9日）

宮城県（2011c）『宮城県水産業復興プラン』10月，宮城県ホー
ムページ．（http://www.pref.miyagi.jp/suishin/plan-honbun.
pdf,最終閲覧日 2013年 12月 9日）

宮城県（2013）『災害公営住宅の整備状況について』（2013年
10月 31日現在），宮城県ホームページ．（http://www.pref.
miyagi.jp/uploaded/attachment/233446.pdf, 最 終 閲 覧 日
2013年 12月 9日）


	bunmei_No18


<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 150
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.00000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 160
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.00000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 600
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.00000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




